
Title ダム建設計画に対する地域住民の反発過程に関する実証分析 : 韓国のハンタン江を事例として

Author(s) 趙, 誠培; 中谷, 朋昭; 桟敷, 孝浩 他

Citation 北海道大学農經論叢, 64, 25-32

Issue Date 2009-03-31

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/39851

Type departmental bulletin paper

File Information RAE64_003.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



島経論叢 Vol.臼 (2匹目)May.即.25ー沼
τheR四iewofAgri四1血血lE回 00:皿ics

ダム建設計画に対する地域住民の反発過程に関する実証分析

一韓国のハンタン江を事例としてー

趨 誠培・中谷朋昭・桟敷孝治・山本康貴
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1.1:じめに

大規模公共事業の代表例であるダム建設は，当

該地域の住民を中心とする反対運動仁事業を推

進する政府キ事業に賛成する住民などとの聞に対

立を招来させることが多い.

ダム建設計画をめぐる利害対立の研究では，上

流地域の住民と下流地域の住民との聞における利

害対立や，建設主体と地元住民との聞の対立を主

な対象とした定性的な分析が中心であった(例え

ば，帯谷 (6)).近年では，ダム建設計画の発表

や建設主体の対応と，それに対する地域住民の反

発の一連の動きを段階区分しようという研究も見

受けられる.

例えl!Park(7)は.2000年に中止された大韓

民国(以下では韓国と表記する)の寧越(ヨンオ

ル)ダム建設計画を事例に，韓国政府などの建設

主体と反対派住民との聞における対立について，

地域住民の反発過程を三段階に区分して整理して

いる(以下では rp，町kの三段階区分」という)
Parkの三段階区分によると，第一の「ダムの立地

決定と受け入れ拒否段階」では，建設主体の意思

決定の情報が公開されないまま立地選定が行われ

るので，地元住民の反発が生じる.第三の「住民

反発に対する事業推進者の対応段階」では，関連
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計画がほとんど決定された後に地域住民の意見を

求める事業説明会や公聴会などが開催される.併

せて，事業者からの対策として，補償水準の拡大

キダムによる危険要素の最小化の方策などの手段

がとられる段階である.住民の反発に対応するた

めに，既存計画の変更掛喰示されるのもこの段

階である.第三の「反発の拡散および組織化の段

階jでは，地域住民はもちろん，メディアや環境

団体，一般国民なども参加し，反発運動が全国的

に拡大する.また，変更された計画に住民が反発

すれば，新たな反発過程の第一段階となり，同様

の段階を繰り返すことにもなりうる.このように

地域住民の反発過程を段階区分することは，公共

事業により生じうる政府と当該住民との聞の対立

を解消するための方策を講じる上で，両者の対立

をより明確に把握する手助けとなるという意味で

意義あるものと考える.

本稿では，韓国の漢灘(ハンタン)紅ダム建設

計画における地域住民の反発過程の分析を通巳て，

Parkの三段階区分の有効性を実証的に検討するこ

とを課題とする.この課題を達成するためには，

事実関係の整理や当該地域への調査などの定性的

な分析とともに，定量的な指標に基づいた客観的

な分析が必要となろう.定性的な分析については，
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「逆流による浸水被害を受ける可能性J，1ハンタ
ン紅への環境および生態系への被害の可能創， 1歴

史・文化的な遺産や故郷の水没J，そして「補償
問題」などであった この時期に政府は，7'ム事

業の円滑な推進のために，建設会社の決定，環境

影響評価などの発表を行っている

次に，第二の「住民反発に対する事業推進者の

対応段階J(2α)4-2005)では，第一段階における
住民反発に対L，政府は大統領の指示に基づく社
会的合意形成プログラム(註1)を導入して対応

した.その結果，ダム建設計画の変更案がいくつ

か提示された.また，国会の要求に基づいて，予

算面から見たダム建設計画の妥当性を検討するた

めに，監査院による監査が行われた

そして，第三の「反発の拡散および組織化の段

階J(2006-2∞7)では，第二段階における政府の
対応を踏まえ， 2∞6年に政府は多目的ダムから単
一目的ダムへと計画を変更した.しかし， 17'ム

建設計画の変更手続きそのものに対する住民の反

発J，1環境団体による監査院への監査請求J，1生
態系や環境保護の面からのさらなる反発」などが

起きた.ダム建設に対する反対地域の住民は，他

の反対地域の住民と連携(組織化)L行政訴訟を
起こすなど，法的に対応した.

3. RDIによる住民反発過程の定量的分析

1)分析方法

本稿の定量分析で用いるRDIの考え方は，

Sav，唱e阻 dD凹臨:h(8)が提示した，国家聞に

おける輸出入などの双方向のデータを対象とする

取引7ロー分析に基づく.Jeong (4)は，この

枠組みを新聞記事などの分析に応用することで，

単なる記事掲載数の比較では読み取りにくい要因

聞の相対的な強弱関係や，その変化を把握しよう

とした.

RDIは，実際の記事掲載数と期待掲載頻度との

差を要因ごとの期待掲載頻度によって基準化して

算出される指標である.算出されたRDIの大小関

係を比較すれば，一つの要因内では，特定年の記

事掲載の度合いの強弱を，他の要因との比較では，

その要因の出現度合いの強弱を知ること地雷できる.

このような比較を通じて，地域住民の反発過程の

変化を捉えることができる.なお新聞記事の掲載
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数からRDIを算出する方法については，補論にま

とめている.

2 )新聞配事デー曹の収集

本稿では，萩原坂本 (3)による「水資源コ

ンフリクト問題は水資源開発計画を因果として生

じる」という主張に基づいて，具体的な計画が最

初に報道された2001年1月から最近年の2007年12

月までを分析期間として，この聞に掲載された新

聞記事を即I分析の対象とする.上述の分析を実

施するためには，ハンタン江ダム建設計画と住民

の反発に関連する新聞記事を選定する必要がある.

そこで， 2001年1月1日からZ肌y7年12月31日まで

の期間について，韓聞の総合日刊紙11紙(註2) 

からハンタン江ダムに関連する記事を抽出した.

対象とする11紙すべてを含む記事データベースは

存在しないため，朝鮮日報については同社ホーム

ページ (www.chosun.com)で提供されている記

事検索サーピスを，他の10紙については韓国言論

財団(註3)が管理する韓国最大の記事検索サー

ピス(四w.kinds.or.kr)を利用した(註4).そ

の結呆，朝鮮日報から48件，他の10紙から1偲件，

合計で156件の記事古ぎ抽出された(註5). 

3) RDI分析にお付る新聞配事の分類

以下では，次節のRDI分析に用いる新聞記事を

分類するための基準を設定する.本稿では，三つ

の分類基準によってRDI分析を行う.分類基準1

では，表1の第一列目に示した「賛劇と「隠す」

に， 1その他」を加えた三要因によって記事を分

類する. 1賛成」および「反対」は，表1の第三
列目に記した内容の記事などがそれぞれ含まれる.

賛否に関する内容を扱っていない記事や，一つの

記事の中で賛成と反対の双方を取り上げている場

合は「その他」に分類した(註6). 

分類基準2は，表1の第三列目に示した「経済J，
「社会J，1政治行政jの三要因によって記事を
分類する.表lの第三列目に示したように，第一

の「経済」に関わる記事の具体倒としては，ダム

建設による正の効果として洪水調節などによる便

益や，負の効果として土地価格の下落や農産物へ

の被害の可能性，地域イメージの銭損，自然環境

破壊などに関する内容の記事などが含まれる.第
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表1 新聞記事の分類基準と主な記事の内容

分類基準1 分類基準2 記 事 の 内 容

経 済 ダム建設の正の効果:技術的・経済的妥当性，洪水調節効呆など

社 会 住民の賛成集会，賛成声明文の発表など

賛 成 自治体の賛成意見など

政治・行政 政治的対応.地域議員の賛成表明など

建設主体の住民対応:討論会の開催，補償の推進など

経 苦寄 ダム建設の負の効果:土地価格の下落，環境破壊など

社 会 住民の反対集会，反対芦明文の発表など

反 対 自治体の反対意見など

政治・行政 政治的対応:地域議員の反対表明など

法的対応:行政訴訟，監査請求など

出所:越文・出村 (1)表4を修正

ごの「社会jに分類される記事内容は，賛成の集

団行動および戸明文の発表などの動き，反対運動

としての集会の開催および声明文の発表などが含

まれる.第三の「政治・行政」には，自治体や政

治家の賛否についての意見表明や，住民対応のた

めに政府がとり行う法的・行政的手続として討論

会や行政訴訟，補償の実施などに関する記事が分

類される.

以上の分類基準に基づき，上記156件の記事に

ついてそれぞれRDI分析を行う.それぞれの分類

基準における要因区分は，津田 (9)と同様に，

記事の見出しおよび記事内容の検討を通じて行っ

た.

4.分析結果と解釈

1 )分類基準1(賛否)による記事の分析結果

と解釈

分析期間 (2∞1-2∞7年)において抽出された
1弱件の記事を，分類基準1によって区分すると，

「賛成J62件.r反対」 ω件.rその他J34件とな
った.年別および要因別に区分した記事掲載数の

推移は，付表1にまとめた.

分類基準lによるRDI分析の結果を図2に示L

た.この図から.r賛成J.r反対J.rその他」の
即Iの大小関係について，次のことが見て取れる.

① 2∞1年では「賛成」が最大である.
②:roz年と2003年では「反対」が最大である.

③ 2∞4年では「その他」が最大である.
④ 2∞5年では「反対」が最大である.
⑤ 2瓜J6年では「その他jが最大である.

⑤ 2蜘年では「賛成」と I反対」が措抗して

いる.

⑦ 2007年では「反対」が最大である

回
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図2 分類基準1(賛否)による即Iの分析結呆

以上の分析結果は，次のように解釈できる.ま

ず，①の2001年において.r賛成jのRDIが最大
である.これは，政府によるダム建設計画の発表

によって，ダム建設による正の効果に関する記事

の掲載度合いが相対的に高かったためと推察され

る.②の2即位2∞3年では「反対」の闘が最
大である.このことは，ダム建設計画に反発する

住民の動きを反映したためと推察される

③の2004年では「その他」が最大である.これ

は.2004年に社会的合意形成プログラムが導入さ

れたことで，賛成と反対の両方を含む記事の掲載

度合いが相対的に高かったためと考えられる.続

く@の耳肪年では「回す」が最大である これは，

z∞5年に監査院から出された既存計画見直しの意
見発表を反映したため.r反対」の掲載度合いが
相対的に高まったと解釈できる.

⑤の20C陪年では「その他jが最大である.この

年には，社会的令意形成プログラムなどを受け，
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2{肪年に政府が多目的ダムから単一目的ダムへと

計画を変更したことで，賛成と反対の両方を含む

記事の掲載度合いが相対的に高かったためである

と類推できる.さらに，⑥の20<路年では I賛成」

と「反対」のRDIが指抗している.これは.Yム

建設計画の変更に対する「賛成」と「反対」に分

類された記事の掲載度合いがほぼ等しかったこと

によるものと恩われる.

その後，⑦の2fJJ1年では 11刀打が最大である

この時期には.Yム建設計画変更によるさらなる
住民反発が起きたため，ダム建設計画に反発する

動きを反映した記事の掲載度合い古雪相対的に高か

ったためであると推察される.また，反対地域の

住民が連携して行政訴訟を起こしていることなど

の結果. 1反対」のRDIが高まったものと考えら

れる.

これらの解釈から，ハンタン江ダム計画に関す

る住民反発過程をF町kの三段階区分に対応させる

と，①，②の期閥復旧1-a:股昨)は第一段階の「ダ

ムの立地決定と受け入れ拒否段階J.③，④の期
間 (2∞4-2005年)は第二段階の「住民反発に対
する事業推進者の対応段階J.⑤，⑤，⑦の期間

(2匹目 2007年)は『反発の拡散および組織化の段

階」に区分できる.

2)分類基準2(政治・行政，経済，祉会)に

よるE事の分析結果と解釈

1回件の記事を分類基準2によって分類すると，

「政治・行政」が45件.1経済」が66件.1社会」
が:4&件となった.年別および要因別に区分した記

事掲載数の推移は，付表2にまとめた.
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図3 分類基準2 (政治・行政，経済，社会)に

よるRDIの分析結呆

分類基準2に関するRDI分析の結果を図3に示

した.この図から.1政治・行政J.1経済J.1社会」
のRDIの大小関係について，次のことが見て取れ

る.

① 2∞1年から2ω3年までは.1経済J.1社会J.
「政治・行政」の順で推移している.

② 2004年と2∞5年では「政治・行政」が最大
である.

③ 2∞4年と2∞5年では「経済」の記事は掲載
されていない.

④珊年と甜7年では「社会」が最大である.

⑤2{溺年では「経済」が増加している.

⑥却7年では「政治・行政jが増加している.

以上の分析結呆は，次のように解釈できる.ま

ず，①の2001-2003年において. 1経済」のRDI

が最大であることから，ダム建設計画の経済性に

関する記事の掲載度合いが相対的に高かったとい

える. 1杜会」は二番目に大きいことから，ダム

建設計画に対する住民の反応についても記事の掲

載度合いは低くなかった 前節の分類基準1にお

ける分析結果によれば.2002年と20日3年には「反

対jに関する記事が相対的に多かったことから，

この期間において「杜会jのRDIは，住民の反応

の中でもダム建設計画に反発する動きを反映した

ものと推察される.

②，③の2{旧4年と2∞5年では，①の時期と比較
して. 1政治行政jの即Iが大幅に増加し.1経
済」のRDIが低下して理論上の最小値をとってい

る.この変化を事実経過の推移と照らし合わせる

と.2∞4年には社会的合意形成プログラムが始ま
ったこと.2{旧5年には監査院によるダム建設計画

の監査が実施されたことなど，事業推進者である

政府の対応がなされた時期に一致する

⑤の期間で「社会」のRDIが最大となる点につ

いて，まず.2∞6年には社会的合意形成プログラ
ムキ監査院の監査結果に応じてダムの建設計画が

変更されたこと.2007年にはダム建設計画の変更

手続きに対する反発や環境保護を理由とした更な

る反発などが生じている.また，前節での分析結

果では.2{肪年には「賛成」と「反対」のRDIが

括抗1...2∞7年には「反対」のRDIが賛成を上回
っている.したがって，この期間における「社会j

のRDIは.2α旧日年には変更されたダム建設計画に
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対する賛成と反対双方の住民の反応によって，

2007年には反発の拡散によって，増大したものと

いえる.

⑤については，変更されたダム計画の経済性に

ついて述べた記事の出現度合い由鴨まったことが

原因であると類推できる.

最後の⑥に関しては，反対地域の住民が連携し

て行政訴訟を起こしたり，環境団体による監査院

への監査請求などといった事実が反映された結果，

「政治・行政jの郎防鴨まったものと考えられる

これらの解釈から，ハンタン江ダム計画に関す

る住民反発過程をP町kの三段階区分に対応させ

ると，①の期間 (2001-2聞年)は第一段階の「ダ

ムの立地決定と受け入れ担否段階」として，②，③

の期間 (2004-2005年)は第二段階の「住民反発

に対する事業推進者の対応段階J，④，⑤，⑥の
期間 (2006-2007年)は第三段階の「反発の拡散

および組織化の段階」に区分できる この時期区

分は，分類基準1による時期区分と一致している.

5.まとめ

本稿の課題は， RDI分析を適用して，ハンタン

紅ダム建設計画に対して，地域住民の反発過程に

おけるPark(7)の三段階区分の有効性を定量的

に検討することであった.新聞記事を用いたRDI

分析の結果，ダム建設計画に対する地域住民の反

発過程は， Parkの三段階区分と同一に区分され

るという結果が得られた さらに，本稿における

定量的分析から示唆される三段階の時期区分は，

越ほか (2)による定性的な分析結呆から得られ

た三段階の時期区分とも整合的であった.

本稿の分析結果は，他のダム建設計画の事例か

らまとめられたParkの三段階区分が，ハンタン江

ダム建設計画における住民反発過程にもあてはま

ることを示唆するものである.つまり.p，町kの三

段階の時期区分は，定性的な分析だけでなく，新

聞記事に基づいたRDIによる客観的な分析からも

その有効性古室確認された

本稿の分析から， 2ω7年時点において，ハンタ

ン江ダム建設計画における住民の反発過程は，

Parkのいう第三段階にあることが示された.社

会的合意形成プログラムなどを受けて変更された

ダム建設計画に対して，住民の反発内容は多様化
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L，強まる傾向にある.また，ハンタン江ダム建

設計画における住民の反発過程の長期化や，変更

されたダム計画をめぐる新たな住民の反発の第一

段階になり得ることも予想される.

駐

(註1)本稿でいう社会的合意形成プログラムとは，

2∞3年12月19日のノムヒョン大統領(当時)の指
示に基づき， 2(胤年2月から11月にかけて，大統領

諮問機関である持続可能発展委員会(Presid田h

Council on Su由 inableDevelopmen~ PCSD) 語宝招

集した一連の委員会などを指す.詳細は越ほか

(2)を参照のこと.

(註2)対象とした11紙は，朝鮮日報，京郷新聞，国

民日報，ネイル新聞，東E日報，文化日報，ソウ

ル新聞，世界日報，韓国日報，ハンギョレ新聞，

アジアTodayである.

(註3)韓国言論財団とは，新聞.放送，通信，イン

タ」ネットなどのメディアの均衡発展を企て，ジ

ャーナルリズムの質的向上により，民主的世論形

成と国民の権益増進および主権確立に寄与するた

めに設立された財団法人である.

(註4)記事の検索方法は次の通りである.朝鮮日報

の場合，同社ホ」ムベ」ジ上にある検索システム

で「ニュース」カテゴリを選択した.他のl白紙は，

阻NDSデータベースから，カテゴリを「ニュー

ス記事」とし，検索範囲を「総合日刊車Uとした.

双方ともに検索需は「ハンタン紅ダム」で，検索

期間を2∞l年l月l日から2∞7年12月31日までに
指定した.

(註5)検索された記事には， Iダムjや「ハンタン江j

といった単語を含むものの，ハンタン!U'"ム建設

計画とは関連のない記事も抽出された.また，杜

説などの論説委員による主張を展開した記事も検

索された.これらの記事については，分析者の判

断によって除外した.

(註6)ただし，賛成と反対の双方を取り上げていても，

記事内容から明らかな場合には， I賛成」あるい

は「反対」に含めた.
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補齢

3.で用いたRDIの算出方法について，本稿での分

析内容に即して概略をまとめておく.

RDIを算出するためには，すべての新聞記事を年お

よび要因で区分した行列の作成から始まる.これを模

式的に示したの刺1成の行列dである

皿血・""'

(1) A= (a心|皿曲・曲

"" ，脳"'"
行列dにおいて，行数は新聞記事を区分する要因数

(;=1.…. K)を表l...列数は分析期間内の年数(j=1.
.... N)を表す.つまり，ある行zの要素について列j方
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向に総和をとると要因tに関する総記事数に一致し，

ある列Jの要素について行i方向の総和をとるとその

年jにおける全記事数になる.これを数式で表せば，

次のようになる.要因iに対する全記事数(x.)は
N 

(2) Xo=玄南

である 同様に，ある年jに掲載された全記事数(耳)

i孟

(3) 耳=~a，

となる.また，分析期間内の金記事数(T)とJG.1Jと

の問には

(<) T=V，=玄耳=~~均

という関係が成り立つ.

次に，全記事数Tに占める孟とEのそれぞれの割合を，

要因zあるいは年Jに記事が掲載される確率と見なせは

それらは(5成および(6)式で表される.

(5) p，=XoIT 

(6) qj=YjIT 

この'p，とq，を利用して，ある年jのある要因zに関する

記事掲載数の期待値は，

(7) E(a，) =p''lJT=Xo耳IT

として求められる なお，期待値E(a，)の計算ではx.

と耳の独立性を仮定している a，に対するRDIは.(7) 

式の期待値E(a，)から次の(8成として定義される.

-E(a，) 
(8) RD1(a，) = -" _一一一

E(a，) 

(8成によって即時行列dの要素ごとに計算することで，

RDI行列が作成される.

ここで，耐注目であるから.RD1(a，)E[-I.∞)となる

RDIの数値は，次のように解釈される.四~(a，)=O の

ときは，要因tに関する記事の年Jにおける掲載数aiiが，

期待される掲載数E(a，)と等しくなることを意味する

一方.RD1(a，)>Oであれば実際の掲鞍数は期待され

る掲載数より多いことになり，四II(aJj)くOの場合に

は期待される掲載数よりも少ないと解釈できる.



北海道大学島経論叢第64号

付表1 分類基準1による新聞記事掲載数の推移
(単位:件)

2∞l年 2002年 2∞3年 2∞4年 羽田年 Z叩陥年 2叩7年 計

賛 成 33 5 4 1 1 12 6 62 

反 対 8 6 6 11 8 11 10 60 

その他 2 l 1 16 1 13 。 34 
言十 43 12 11 28 10 36 16 156 

付表2 分類基準2による新聞記事掲載数の推移
(単位・件)

2∞1年 2∞2年 自由沼年 2∞4年 2日日5年 2∞6年 2∞7年 計

政治・行政 。 l 1 20 10 7 6 45 

経 済 35 7 6 。 。 15 3 66 

キ士 会 8 4 4 8 。 14 7 45 

言十 43 12 11 28 10 36 16 156 
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